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製糸所 1 台、大分製糸所 1台、鳥栖製糸所 3 台、小城郡是製糸所 1台、熊本尾沢製糸所 1 台、

















100 ㎞未満の輸送が全体の 93％に達し、50 ㎞未満輸送に限っても全体の 74％を占めていたので
ある(7)。同年鉄道と貨物自動車の競合によって生じた鉄道運賃減収額を品目別に見積ると、繭
類は、数量順位とは大きく異なり、首位の雑貨 73 万円に次ぐ、第 2位の 44 万円にのぼり、魚
介類 38 万円、米 26 万円、野菜類 26 万円、木材 22 万円、肥料 18 万円等を上回る(8)。魚介類や
野菜類といった生鮮食料品同様、品質保持が重視される繭類は、特定貨物（従って、雑貨品類
を除く）に限定すれば、貨物自動車輸送の最も重要な貨物であったことが窺い知れよう。静岡




また、1930 年に鉄道輸送から貨物自動車に転換したと見做される繭類 9万 8千トンを理由別
に分類すると、鉄道と比較して運送費が安く、運送時間も短いという理由が首位の 3 万 9 千ト
ン（40％）を占め、他の理由を大きく引き離していた。即ち、第 2位以下の理由が運送時間が














大分製糸所は、1930 年 6 月 30 日にシボレー1.5 トン積トラック 1台（代金 2,205 円）を購入
する。既述のように、1927 年に大分製糸所は、貨物自動車 1台を備付けており、その上で同年
11 月 24 日には自動車利用喞筒 1 台（代金 650 円）を買入ていた(11)ことから、この点を裏付け
ていよう。大分製糸所は、消火用ポンプ装備の貨物自動車を利用した消防能力の向上に努めて
いることがわかる。大分製糸所は、貨物自動車を購入した 1930 年 6 月には、貨物自動車 2台を
保有していたものと考えられる。又、1929 年 3 月 24 日には、大分製糸所へ大日本消防協会理
事・緒方惟一郎氏と久米大分県知事（森下大分県保安課長随行）が同伴来所し、消火設備、放
水試験の検閲を行っている(12)。また同年 2 月 15 日に大分製糸所は、片倉本社の許可の下に大
日本消防協会基金として 300 円を寄付していた。1931 年 4 月 3日に大分製糸所は、シボレー1.5
トン積トラック 1 台を 350 円にて山田虎造方へ売却し(13)、翌 32 年に入り大分製糸所は、片倉
本社に「傭車を以テ補フヘキ方針ノ処打算上自家用有利ノ為」、レオ 1Ａ型 4気筒 1.5 トン積ボ
デー付貨物自動車 1台（価格 2,950 円）の購入を申請する(14)。この案件については、同年 5月 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 5 － 
18 日の取締役会において認可されるが、購入貨物自動車は、シボレー車又はフォード車とする
事という条件付きであった。大分製糸所は、31 年 4月に貨物自動車 1台を売却（27 年保有の貨
物自動車か）したことに伴う輸送力の低下を補うために運送会社に依頼していたのであろう。









れる。なお、1931 年 3 月 20 日には、大分警察署において大分県自動車協会主催の安全週間打
合会及び優良運転手表彰式が開催され、大分製糸所の運転手・式田武が表彰されている(16)。 
大分県では 1920 年代後半～1930 年代初頭にかけて、荷積馬車台数の減少（1925 年 8,370 台、
29 年 7,231 台、32 年 6,511 台）、荷車台数の停滞・減少（1925 年 10,735 台、29 年 11,016 台、
32 年 7,904 台）する中で、貨物自動車台数は 1929 年 92 台、32 年 184 台に倍増する(17)。貨物
自動車台数を都市別にみると、1929 年に南海部郡を除く大分県全郡市に普及するものの西・東
国東両郡の各1台から、大分製糸所所在の大分市の21台まで格差が存在する。その他諸郡では、
同年に日田郡 17 台、後述の片倉宇佐製糸所所在の宇佐郡及び大野郡各 8台、中津市 6 台、残る
諸郡市は 5台以下である。1932 年には、南海部郡を含め大分県全郡市に亘り増加しており、特
に大分市 43 台、日田郡 38 台、玖珠・北海部両郡各 14 台、大野郡 12 台、宇佐郡及び中津市各
10 台、その他諸郡市は 8台以下であった。地域的偏在を伴いつつ、大分県では県下一大経済拠
点の県都大分市を中心に貨物自動車の普及・拡大が進む。 
大分製糸所の特約取引繭量は、1927 年の 140,345 貫（特約取引率 36.3％(18)）から逐年増加
し、29 年 260,095 貫（特約取引率 56.1％(19)）、30 年 308,019 貫（特約取引率 77.0％(20)）、31
年 365,917 貫 940 匁（特約取引率 82.3％(21)）に上昇する。大分製糸所においては、繭特約取引
が 1920 年代末の主要な購繭方法から、1930 年代初めには支配的な購繭方法へと急進展する。
そして更に1933年には大分製糸所は、特約養蚕組合（組合収繭量522,523貫）に養蚕資金（35,698
円）、蚕種（123,523 円）、肥料（230,637 円）、養蚕取次品（33,025 円）を配布・斡旋していた(22)。
大分製糸所は、1930 年代央に特約取引繭総量の 8割弱を大分県内から、残る 2割強を宮崎県と
福岡県から調達する(23)。以前には大分製糸所は、四国愛媛県の西宇和郡、喜多郡、松山地方を




大分製糸所は、県下幹線道路の旧街道、即ち小倉街道（豊前道・国道 3号、現・国道 10 号）、
日向街道（日向道・国道 3 号、現・国道 10 号）、肥後街道、筑後街道（府内・日田往還）、伊予















② 宇佐製糸所（所在地：大分県宇佐郡北馬城村、1955 年宇佐町に編入） 
宇佐製糸所は、既述のように 1927 年に自家用貨物自動車を備付けていたが、大分製糸所同様、







1929 年 12 月 19 日に軽便鉄道・宇佐参宮鉄道（高田駅～宇佐八幡駅）の踏切において列車と
貨物自動車が衝突し、列車は転覆、自動車運転手は即死、という事故が起きる(30)。付近の青年
団と消防組約 200 名が跡始末のために応援に駆け付け、宇佐製糸所は炊出しを行った。列車衝




宇佐製糸所の特約取引繭量は、1927 年に既に 104,695 貫（特約取引率 88.0％(31)）にのぼり、
1930 年度には 66,000 貫（特約取引率 100％(32)）に及ぶ。宇佐製糸所の繭特約取引は、実質的
に大分製糸所以上に進展し、1920 年代中頃には既に同製糸所の支配的な購繭方法となっていた。
宇佐製糸所は、1933 年に特約養蚕組合（組合収繭量 147,290 貫）に養蚕資金（7,090 円）、蚕種

















鳥栖製糸所の申請に基づき、1931 年 5 月 28 日開催の片倉本社取締役会において、1931 年型
シボレー1.5 トン積貨物自動車 1 台（価格 2,000 円）の購入について審議している。貨物自動
車の買替えによって「旧車」2台は、500 円にて売却の予定であった。既述の如く、鳥栖製糸所










1930 年度には 500,000 貫（特約取引率 100％(39)）に達する。1914 年設立の鳥栖製糸所は、翌年
より繭特約取引を実施し、県当局の協力を得て佐賀・福岡両県に特約地盤を拡大していったの
である｡(40) 鳥栖製糸所は、1933 年に特約養蚕組合（組合収繭量 508,179 貫）に養蚕資金（1,380










佐賀県では 1920 年代前半～1930 年代中頃に、荷積馬車・荷車台数の停滞・減少（1923 年荷
積馬車 3,565 台、荷車 25,696 台、27 年荷積馬車 3,560 台、荷車 27,578 台、31 年荷積馬車 3,305
台、荷車 21,474 台）する中で、「荷積用」自動車台数は、1927 年 13 台、27 年 65 台、31 年 220
台に急増する(43)。「荷積用」自動車台数を郡市別にみると、1927 年 3 月末日現在において佐賀
県全郡市に普及し、鳥栖製糸所所在の三養基郡の 12 台を最高に東松浦郡 10 台、佐賀市 9 台、
藤津郡 8 台、小城郡 7 台、その他諸郡 6～2 台であった。1936 年 12 月末現在には、「荷積用」
自動車台数は、地域的偏在を伴いつつ佐賀県全郡市に亘って増加し、東松浦郡 32 台、佐賀市
31 台、西松浦郡 30 台から三養基郡 18 台、唐津市 15 台、小城郡 12 台に及ぶ。上記諸郡以外は、
22～19 台の間にある。 
鳥栖製糸所は、短・近距離圏内では、佐賀・福岡両県下幹線道路の旧街道、即ち長崎街道（国
道 2，25 号、現・国道 34 号、200 号）、三瀬街道（現・国道 263 号）、日田街道（現・国道 210









料 3 銭、配達料 2 銭、鉄道発送貨物のうち、生糸を除く繭籠、生皮苧、雑貨などについて、そ
れぞれ協定する(45)。生糸に関しては、同年には協定がなく、運送店合同前には 1 梱に付 8銭の
積込手数料を定めていたことから、生糸輸送は、新たに貨物自動車を利用することになったこ
とが窺える。鳥栖製糸所は、遠距離圏内では国鉄長崎本線、九大線（1934 年 11 月 20 日開通）
などを利用して原料繭等の輸送を行っていたのであろう。 
④ 小城郡是製糸所（所在地：佐賀県小城郡小城町） 
小城郡是製糸所は、1927 年 6 月 5日にシボレーボデー付貨物自動車 1 台（代金 2,170 円）を
購入する。既述の如く、小城郡是製糸所は、1927 年末に貨物自動車 1台を備付けていたことと
符合している。小城郡是製糸所は、この貨物自動車を早速、収繭活動等に利用したことであろ
う。同年 11月 23日に小城郡是製糸所は、自動車利用喞筒1台（代金 650 円）を購入しており(46)、
貨物自動車を利用した消防能力の向上を目的としていたものといえよう。消火活動に関しては、





の佐賀蚕種製造所の火災は、新旧事務所、蚕室 2棟を全焼し、午前 4 時 30 分に鎮火する。出火
原因は、催青室火鉢の不始末であった。損害額は、約 2 万円にのぼる。片倉製糸は、1931 年 1
月 21 日に佐賀県是蚕業株式会社所有の土地、建物を賃貸借契約し、佐賀蚕種製造所として蚕種
製造を営んでいたのである。佐賀蚕種製造所創業間も無い頃の出火であった｡(48) 
小城郡是製糸所は、その後ウィリス・シックス 1.5 トン積貨物自動車 1 台（価格 2,890 円）
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としていた。同製糸所では古貨物自動車を売却せずに、消防車として専に活用する方針であっ
た。当該貨物自動車が、1927 年 6 月 5日購入の車輌の買替えであるとすれば、使用期間は 4年
8ヶ月程になろう。小城郡是製糸所は、同じ佐賀県所在の鳥栖製糸所と比べ、製糸規模では約 3
分の 1 にとどまるところから、自家用貨物自動車は、1 台を維持・常備していたのであろう。
前述のように、小城郡の「荷積用」自動車台数は、1927 年 3 月末日現在 7 台、36 年 12 月末現
在 12 台であったことから、この内の 1台が小城郡是製糸所保有に係るものであるといえよう。 
小城郡是製糸所の特約取引繭量は、既に 1927 年に 134,272 貫（特約取引率 100％(49)）に達し、
引続き 1930 年度にも 139,496 貫（特約取引率 100％(50)）を維持する。1933 年に小城郡是製糸
所は、特約養蚕組合（組合収繭量 170,530 貫）に養蚕資金（700 円）、蚕種（45,275 円）、肥料




年 1 月 23，24 日には両製糸所合同蚕業研究会を開催するなど緊密な連携を保持していた(53)。 
佐賀県中央部、小城郡の北西部に位置し、小城鍋島藩の城下町として発展した、小城町所在
の小城郡是製糸所は、県下幹線道路の旧街道、即ち長崎街道（国道 25 号、現・国道 34 号）、唐





駅運送店全部の営業権を継承した小城合同運送株式会社の創立に伴い、1927 年 3 月 31 日に小
城郡是製糸所と取引契約することになった(55)。この小城駅貨物取扱手数料契約は、鉄道到着貨




年 5 月 15 日に小城駅長より「生糸運賃割戻駅」の認可の件につき過日提出の請願書により、極
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⑤ 熊本尾沢製糸所（所在地：熊本県熊本市田崎町） 
熊本尾沢製糸所（1934 年末に熊本製糸所と改称）は、1927 年 5 月 16 日にシボレー貨物自動
車（ボデー付）1 台（代金 2,200 円）を購入する。既述のように、1927 年末に熊本尾沢製糸所
が備付けていた貨物自動車 1台は、この貨物自動車のことであろう。同月 24 日に、従来使用し
ていたシボレー古貨物自動車を 600 円にて売却する。また熊本尾沢製糸所は、小城郡是製糸所
同様、同年 11 月 23 日に自動車利用ポンプ（代金 650 円）を購入している(58)。熊本尾沢製糸所
は、他の片倉製糸諸工場同様、消火能力の強化を自家用貨物自動車を利用して実現していく。 
熊本県の「荷積用」馬車、荷車、牛車各台数が、1920 年代中頃を境に減少していく中で、「荷
積用」自動車台数は、1929 年の 221 台から、4年後の 33 年には約 2倍の 416 台に急増する(59)。
熊本県の「荷積用」自動車は、熊本藩 54 万石の城下町を系譜として持ち、近代においても同県
の政治・経済及び交通上の枢要な熊本市を中心に増加していた。即ち、「荷積用」自動車台数を
郡市別にみると、1933 年に熊本尾沢製糸所所在の熊本市の 123 台を最多として、次いで玉名郡
55 台、鹿本郡 38 台、菊池郡 33 台、飽託郡 28 台、阿蘇郡 26 台、宇土郡 25 台、球磨郡 24 台、





熊本尾沢製糸所の特約取引繭量は、1927 年に 71,242 貫（特約取引率 52.3％(61)）、その後繭
特約取引は急速に進み、1930 年度には 204,460 貫（特約取引率 100％(62)）を実現する。さらに
1933 年に熊本尾沢製糸所は、特約養蚕組合（組合収繭 240,563 貫）に養蚕資金（2,040 円）、蚕









後街道（現・国道 57 号）、日向街道（現・国道 445 号ほか）、人吉街道（現・国道 219 号）、三
池街道（現・国道 208 号）、天草道（現・国道 57 号ほか）などを継襲する国道 2 号、県道＝熊
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鉄道輸送については、熊本尾沢製糸所は、1927 年 5 月 5日に山本運送店と「貨物積卸賃」を
協定する(65)。即ち、熊本駅着荷のうち、肥料、雑品のほか、生繭（トン扱）の「卸配達」料 6






片倉製糸の傍系製糸会社である、長崎製糸株式会社は、1920 年 3 月 30 日に片倉製糸と協力
して長崎県蚕糸業開発を目的とする県是組織の製糸会社として創立する(67)。長崎製糸株式会社
は、諫早工場と島原工場を有する。同社は、1920 年 5 月 20 日に深田製糸場を買収して、島原
工場（160 釜）と改称・開業する。諫早工場は、1922 年 5 月 28 日に 4 緒 240 釜を以て、新設・
開業する。諫早工場は、1927 年に 3 緒 18 釜、4緒 225 釜、5緒 172 釜、合計 415 釜に、また島
原工場は、1929 年 1 月に 4 緒 18 釜、5緒 182 釜、合計 200 釜にそれぞれ拡張する。諫早工場の
規模は、島原工場規模の 2 倍以上の格差があった。そして両工場共、1933 年前後に御法川式多
条繰糸機の導入を図り、大改造に着手する。なお、長崎製糸株式会社は、1937 年 6 月に雲仙製
糸株式会社を賃借し、雲仙工場と改称・経営する。その後、片倉製糸は、1940 年 10 月に長崎
製糸株式会社を合併するに至る。 
諫早工場（所在地：長崎県北高来郡諫早町）では、1927 年 6 月 28 日にシボレー貨物自動車 1
台（代金 2,180 円）を購入する。この貨物自動車の積載量は資料に記述されていないが、金額
からして 1.5 トン積であろう。さらに諫早工場は、翌々29 年 10 月 11 日にフォード貨物自動車
1 台（代金 1,850 円）を買入れている。このフォード車購入代金からすると、積載量 1 トン車
或いは貨物自動車の買替えに伴う従来使用の古自動車の売却代金を差引いた金額表記と考えら
れる。既述のように、諫早工場は、1927 年末に貨物自動車 2台を備付けていたことから、同年
6月 28 日購入の貨物自動車は 2台目にあたり、1929 年購入の貨物自動車は、その内の 1台の買
替えであったのであろう。さらに、片倉本社での、1932 年 2 月 18 日開催の取締役会において、
長崎製糸㈱諫早工場のシボレー1.5 トン積貨物自動車 1 台（価格 2,300 円）の購入を巡って審




取締役会において認可を得ていた。売却処分を受ける上記古貨物自動車が 1927 年 6 月 28 日に
買入れた車輌であるとすれば、使用期間は、4年 8ヶ月程ということになる。 
長崎県の「荷積用」馬車、荷牛車、荷車各台数が 1920 年代末頃まで増加する中で、「荷積用」
自動車は、1923 年の 2 台（有税）から 28 年までの 5 年間で 51 台（有税）に増大する(68)。「荷
積用」自動車（有税）を郡市別にみると、1928 年 3 月末日現在に西彼杵郡の 13 台を筆頭に島
原工場所在の南高来郡 10 台、諫早工場所在の北高来郡 7台、長崎市 6 台、北松浦郡 5台、佐世




長崎製糸㈱諫早工場の特約取引繭量は、1927 年の 77,003 貫（特約取引率 55.5％(69)）から、
1930 年度には 105,000 貫（特約取引率 65％(70)）に拡大する。諫早工場の繭特約取引は、1920
年代末には主要な購繭方法となっていた。諫早工場の特約取引は、さらに進展して、1933 年に
は特約養蚕組合（組合収繭量 211,811 貫）に養蚕資金（700 円）、蚕種（39,302 円）、肥料（66,475
円）、養蚕取次品（22,045 円）を配布・斡旋する(71)。諫早工場は、1930 年代央に特約取引繭総
量の殆ど大部分を長崎県内から調達し、僅かに不足分を佐賀県から特約購繭していた(72)。前述






短・近距離圏内では、県下幹線道路の旧街道、即ち長崎街道（国道 25 号、現・国道 34 号）、島
原街道（現・国道 251 号）、多良越（現・国道 207 号）、有喜街道、時津街道などを継承する国
道 25 号（現・国道 34 号）や県道各線、特に時津・諫早線、諫早・有喜線、江ノ浦・諫早線、
温泉・諫早線、諫早・鹿児島線など(75)を自家用貨物自動車を走駆して、特約養蚕組合産繭や蚕
種、肥料、養蚕用具などを運送していたことであろう。 
鉄道輸送に関しては、諫早工場は、1927 年 4 月 20 日に「一駅一店制」による諫早合同運送
店と諫早駅「貨物積卸賃金」について交渉し、「料率」協定する(76)。諫早駅着貨物のうち、生
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貫（特約取引率 39％(78)）から急速に拡大し、1930 年度には 42,500 貫（特約取引率 52％(79)）
へ、そして 1933 年に特約養蚕組合（組合収繭量 73,733 貫）に蚕種（19,346 円）、肥料（32,652
円）、養蚕取次品（10,865 円）を配布・斡旋している(80)。また島原工場は、1930 年代央に特約














島原鉄道島原駅着荷のうち、雑貨、石炭など以外に生繭 1 本に付き荷卸手数料 4 銭、配達料 5
銭、乾繭 1 本に付き荷卸手数料 3 銭、配達料 5 銭とし、発送貨物のうちでは生糸、繭籠、生皮
苧、雑貨について各協定している(83)。島原工場は、遠距離圏内においては、島原鉄道を利用し
て産繭運搬を行っていた可能性がある。なお島原工場は、1930 年 11 月 17 日に「生糸運賃割戻」
の件に付、島原鉄道本社に出向き、島原駅を「割戻制取扱駅」に編入依頼を行い、この件が決
定するまでは発送生糸は、今後諫早工場扱いとすることとしている(84)。従来島原工場は、生糸
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輸送を鉄道によっていたが、「生糸運賃割戻」が実現するまで、諫早工場宛に生糸をトラック便
又は最寄の島原港から諫早港まで海上輸送に切り換えていこうとするものであった。 
なお島原工場は、1931 年 5 月 27 日に島原湊合同運送会社と春期生繭取扱手数料及び仲仕賃














遂に 1923 年 5 月より片倉製糸の委任経営の下で再出発することになったのである。宮之城工場
は、旧薩摩藩宮之城領主の家老平田孫一郎が、1885 年同志と共に座繰製糸 50 釜の工場創立に
端を発し、1896 年 11 月上記鹿児島県授産会社に併合し、宮之城第二支所と改称後、1919 年に
薩摩製糸株式会社に合流し、宮之城工場と改称する。また薩摩製糸株式会社の分工場設置計画
に基き、1919 年 11 月に県下肝属郡鹿屋町に鹿屋工場創設、さらに曽於郡末吉町有志の工場誘
致によって 1920 年 2 月に末吉工場が開業する。なお鹿屋工場は、1933 年 2 月 11 日に曽於郡志
布志町に新築移転・開業し、志布志工場と改称する。 
鹿児島工場（所在地：鹿児島県鹿児島市原良町）の申請に基づき、1931 年 5 月 18 日開催の
片倉本社取締役会において、前月 28 日に「保留」としていた案件である、1931 年型ウィリス・
シックス・ホイペット 1.5 トン積貨物自動車 1 台（価格 2,580 円）の購入に関して審議してい
る。使用中の「旧車」（古貨物自動車）の「売却値」は、80 円位としていた。この貨物自動車
の買替え申請から、鹿児島工場が 1931 年以前に貨物自動車の購入を行っていたことは明らかで
あるが、片倉製糸の内部資料から購入年月日を特定することはできない。但し、1929 年 6 月 13
日に鹿児島工場が「自家用トラック」（271 号）の車体検査を受け、「無事合格」しており(88)、
1929 年に鹿児島工場が自家用貨物自動車を常備していたことを示している。なお同年 2月 1日
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には、午後 9 時 40 分に鹿児島市内の平出町から出火し、折しも強風のため「火ハ忽チ櫛比セル





鹿児島工場は、本社工場であると共に、薩摩製糸株式会社 4工場の中で設備釜数（1931 年 5 月
末現在 564 釜）が最も大きく、同社全設備釜数（1931 年 5 月末現在 1,094 釜）の過半を占める。
しかも、鹿児島工場の繭特約取引は、後述のように早期に急展開していたことから、鹿児島工
場は、複数の貨物自動車を必要としていたのであろう。 
鹿児島県の「荷積用」馬車の台数が、1920 年代末中頃から 1920 年代後半にかけて大きく減
少する中で、「荷積用」自動車は、1923 年の 20 台から 27 年までの 4 年間に 5 倍を越える 102
台に急増する(89)。「荷積用」自動車（「有税」のみ）台数を郡市別にみると、1927 年に薩摩製糸
㈱鹿児島工場所在の鹿児島市の 39 台を最多として、日置郡 14 台、宮之城工場所在の薩摩郡 10






にとどまったが、1930 年度には 270,900 貫（特約取引率 98％(91)）に急拡大する。鹿児島工場






街道、国道 2号、現・国道 3号）、日向筋（薩摩街道、国道 3号、現・国道 10 号）、大口筋（肥
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か、蚕種、肥料、養蚕用具などを輸送していたのであろう。鉄道輸送に関しては、鹿児島工場
は、1927 年 10 月 19 日に「一駅一店制」により鹿児島合同運送会社西鹿児島支店と「貨物発着
賃金」の協定交渉し、決定する(95)。上記協定は、主な取扱貨物として西鹿児島駅到着品のうち、
空篭（貸切）、雑品（小口）、石炭（貸切）以外に、生繭（貸切）の「卸手数」料トン当り 55
銭、「配達賃」1 本 4 銭、生繭（小口）の「卸手数」料百斤に付 6 銭、「配達賃」百斤に付 7 銭
と定め、西鹿児島駅発送品のうち、空篭（貸切）、雑品（小口）、生糸（特小口）、乾繭（小口、





宮之城工場（所在地：鹿児島県薩摩郡宮之城町）の申請に基づき、1928 年 11 月 3 日開催の
片倉本社取締役会において、新シボレー貨物自動車 1台（代金 2,200 円）の買入と従来使用の
古自動車の売却（代金 600 円）を「事後承認」案件として審議している。既述のように、宮之




とはできないが、間接的に明らかにすることが可能である。即ち宮之城工場は、1929 年 12 月 1
日に町内の屋地公園において「自家用荷物自動車」の「定期車体検査」を受け、「合格」する(97)。
翌 30 年 4 月 28 日と翌々31 年 4 月 23 日においても、宮之城工場は、屋地公園地において貨物
自動車の「定期検査」を受け、「無事終了」する(98)。この両年検査の際に、宮之城工場は、貨
物自動車と共にサイドカーの車体検査を受けていた。既述のように後者の利用は、特約養蚕組
合の視察等のためであろう。鹿児島県の「自動」自転車台数は、1923 年の 36 台から 4 年後の
1927 年には 9.5 倍の 341 台（有税、無税共）に激増しており、これを都市別にみると、27 年に
鹿児島市 107 台、薩摩郡 58 台、この両郡市で半数近くを占めており、島嶼部（熊毛郡、大島郡）
の各 1台を最少にその他諸郡においては 37 台～5台まで地域格差を伴いつつも、鹿児島県全域
に普及していた(99)。前述のように、宮之城工場所在の薩摩郡には 1927 年に貨物自動車が 10 台
存在し、その後運送会社保有の貨物自動車が増加していたことから、宮之城工場が運送会社に
貨物輸送を一部委ねていた可能性を残す。 
薩摩製糸㈱宮之城工場の特約取引繭量は、1927 年 3,200 貫（特約取引率 3.1％(100)）にすぎ
なかったが、同年「農産物ノ価額低廉トナリ…来春ノ桑園施肥ノ如キモ一般減少ノ傾向アルヲ
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憂慮ス、当所（－宮之城工場）トシテハ組合本位ニ確実性ヲ帯ビタル養蚕家ニ資金ノ貸付ヲナ
シ桑園ノ肥培管理ヲ徹底セシメ優良蚕繭生産ニ努力セントス」(101)との方針の下で、繭特約取
引を押し進め、1929 年 28,234 貫 390 匁（特約取引率 21.4％(102)）、1930 年 77,347 貫 80 匁（特
約取引率 66.7％(103)）に及ぶ。1927 年から僅か 3年で宮之城工場の主要な購繭方法が特約取引
へと転換している。さらに 1933 年には宮之城工場は、特約養蚕組合（組合収繭量 155,013 貫）















しうる。なお、1929 年 12 月 24 日に、宮之城工場が宮之城合同運送株式会社と結んだ、一昨年
の上記協定運賃率のうち、「生糸引出積込料」（「発送小口扱」）15 銭は、「同店へ鉄道省割戻金
有ルニ付、抹消無料交渉成立実施」する(109)。翌 30 年 7 月 7日に、宮之城工場に宮之城合同運
送株式会社支配人・湯田邦岐氏が来所し、両者間で「運賃値下協定」し、「契約更改」する(110)。
1931 年 2 月 17 日に宮之城工場では、宮之城駅長と懇談の上、輸出生糸運賃割戻の件に付、宮
之城駅を追加指定を受けるため、町内の中村製糸場、七福製糸場と共に陳情書を門司局長宛に
提出する(111)。同年 4月 25 日に宮之城駅長より、上記生糸運賃割戻指定駅追認決定の「内報」
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末吉工場（所在地：鹿児島県曽於郡末吉町）は、1929 年 2 月 21 日に 1928 年後期式シボレー
トラック 1台（代金 2,212 円 70 銭）を購入する。この貨物自動車購入日の約一ヶ月前、末吉工
場申請に基づき、同年 1 月 18 日開催の片倉本社取締役会において、シボレー1.5 トン積貨物自




ようである。設備釜数で本社工場の鹿児島工場の約 4分の 1にすぎない末吉工場が 1920 年代末
に貨物自動車を常備していたのは、後述のように既に同工場の購繭方法が特約取引に完全移行
していたことと無関係ではないであろう。上記貨物自動車の買替えは、3 年後のことである。
1932 年 2 月 18 日開催の片倉本社取締役会において、末吉工場申請のウィリス・シックス 1.5




シボレー車（価格 2,300 円）に訂正認可である。前年の 1931 年 4 月 19 日に末吉工場は、自家
用貨物自動車の「定期車体検査」を志布志町において施行し、「無事合格」しており(114)、1929
年以降自家用貨物自動車を継続常備していたことを物語る。1931 年 5 月 13 日に末吉工場は、
鹿児島工場へ「調節原料繭」1 千斤を「自動車便」にて送付していた。薩摩製糸㈱諸工場間の
原料繭融通を自家用貨物自動車を使って迅速に輸送することができたのである。なお、末吉工




年 3 月 8 日開催の片倉本社取締役会に末吉工場の自動車車庫（間口 2 間、奥行 3.5 間、建坪 7
坪、木造トタン葺）の新設（金額 800 円 80 銭）が上呈予定であった(115)。この車庫新設理由は、
「従来車庫ノ設備ナク其筋ヨリ注意アリ且不便の為メ」としていた。この案件は直前に次回持
越となるが、その後の取締役会における審議については不明である。 
薩摩製糸㈱末吉工場の特約取引繭量は、1927 年の 13,134 貫（特約取引率 20.8％(116)）から
1930 年度には 69,404 貫（特約取引率 100％(117)）を達成する。そして末吉工場は、1933 年に特
約養蚕組合（組合収繭量 105,951 貫）に養蚕資金（8,249 円）、蚕種（25,131 円）、肥料（51,291
円）、養蚕取次品（18,710 円）を配布・斡旋している(118)。宮崎県隣接の鹿児島県東端部に位置
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場は、1930 年 11 月 18 日に、同月 15 日より実施の「輸出生糸運賃割戻制取扱駅」の中に末吉
駅が無く、この取扱駅に末吉駅を編入すべく、末吉駅長経由の鉄道大臣宛請願書を提出してい
る(123)。翌 31 年 10 月 15 日に「輸出生糸運賃割戻指定駅」に末吉駅編入の発表があり、末吉駅
発送の「輸出生糸運賃割戻」（運賃 2割引）を果たすことになる(124)。 
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場所在の肝属郡には貨物自動車は、最低水準の 2 台存在するにすぎなかったが、その後景気変
動に伴い増減が生じていたことを窺わせる。 
薩摩製糸㈱鹿屋工場の特約取引繭量は、1927 年の 14,125 貫（特約取引率 25.0％(126)）から
1930 年度には 52,635 貫（特約取引率 75％(127)）に増大する。前述のように、鹿屋工場は、1933
年 2 月 11 日に曽於郡志布志町に移転・開業し、志布志工場と改称する。志布志工場は、薩摩製
糸㈱諸工場の中で最も早く、移転と共に御法川式多条繰糸機（20 条）160 台を設備する。 
志布志工場は、1933 年に特約養蚕組合（組合収繭量 75,178 貫）に養蚕資金（1,118 円）、蚕




志線は、既に 1925 年 3 月に全線開通しており、1932 年 12 月に至り、国都線隼人・都城間全通
し、これにより九州を一周する幹線（国鉄日豊本線小倉～都城～鹿児島）が完成していた。志
布志湾の中央部に位置する志布志町は、海上及び陸上交通の要地であった。 
1926 年 12 月に鹿屋町所有の薩摩製糸㈱鹿屋工場敷地（2町 6反 5畝 7 歩）の売買契約が両者
間で一旦締結されるが、薩摩製糸株式「会社の都合上破談」となった経緯があった(130)。この
鹿屋町より借地の鹿屋工場敷地「年貢」は、「一畝ニ付一斗六升ノ割」で玄米 42 石 4 斗 3 升 7
合、毎年 11 月末日現在の時価相場又は玄米にて納金の契約であった(131)。1929 年度の工場敷地
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大正期から昭和期にかけて断続的に行われていた。当時、大隅鉄道は古江～鹿屋～串良間であ
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